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 第 2章 3節では、多群質問紙調査や質問項目数の多いインターネット調査の解析時に起
こり得る多重共線性の問題を回避するための方法論：主成分回帰（Principal Component 


















































































川﨑昌・高橋武則 2015 中小企業における自律的キャリア形成支援の影響に関する研究 －多
母集団同時分析を用いた職能等級階層による検討－ 日本情報ディレクトリ学会誌, 
13, .94-103. 




川﨑昌・高橋武則 2016 対応のある質問紙調査に関する研究 －2つの事例を通して－ 目白大
学経営学研究, 14, 23-36. 
 
第 3章 
川﨑昌・高橋武則 2016 インターネット調査における多群質問項目の解析と提案 日本情報シ
ステム学会誌（印刷中） 
Kawasaki, S., Watanabe, G. & Takahashi, T. 2016 Career checkup analysis using selective 
multigroup principal component and ridge regressions, Journal of Business and 
Economics, (in press). 
 
第 4章 



















































































 現在の調査解析には、多変量解析の諸技法や第二世代の多変量解析（Fornell & 




























表 1.1 統計学の源流から多変量解析の発展の歴史 
 
（出所）柳井（2011）を参考に筆者作成。 
年代 研究者 主な出来事 時代名称








































































































図 1.2 重回帰分析モデル 
 
 
図 1.3 従来の主成分回帰分析モデル 
 
 






































































③SEM（Structural Equation Modeling；構造方程式モデリング） 











































































 第 3 章では、従来の 3 つの解析アプローチ：①重回帰分析、②従来の主成分回帰分析、











































































































































































































図 2.2 対応のある調査票を用いて想定される回答パターン 
 









































































































































Ⅳ － ○ － 指定A 想定B 対策前後…指定Aと想定B
Ⅴ － ○ 指定A 指定B － 対策前後…指定Aと指定B
Ⅵ ○ ○´ 指定A 指定B － 時系列変化…指定Aと指定B
回答者 調査対象
対応例





















 多重共線性の問題がある場合の手法としては、主成分回帰（Principal Component 















































































図 3.1 選抜型多群主成分回帰分析モデル 
 
 
図 3.2 階層型主成分回帰分析モデル 
 
 




























































































































































































































に実施した。このときの回答者 72名の内訳は、性別：男性 30名（41.7％）／女性 42名
（58.3％）、年代 20代 35名（48.6％）／30代以上 37名（51.4％）、役職・雇用形態：管

























と目的変数 ZY1の相関係数が 0.3以上を選抜した。本事例では、選抜基準を相関 0.3以上
としたが、この基準に絶対的なものはなく、今回は寄与率 0.09（約 10％以上の影響）を 
29 
 















































































ZA1 ZA2 ZB1 ZB2 ZC1 ZC2 ZD1 ZD2 ZE1 ZE2

















































表 3.1 選抜型多群主成分回帰分析結果 
 










Chang & Takahashi（2015）の"Comparison between Principal Component Regression 









項  偏回帰係数 標準偏回帰係数 VIF
高層ZE1 0.26 0.29 * 1.17
高層ZE2 0.36 0.23 1.11
高層ZH1 0.33 0.30 1.29











表 3.2 分析方法の比較結果 

























































































































































































































に用いる。本研究で用いる調査票の概要は表 4.2、表 4.3に示す。 
 企業におけるキャリア形成支援に関する設問内容（表 4.2）は 5領域（A～Eまでの 5
群）で構成され、計 20の質問項目からなる。これらは組織の現状に対して、1：満足して
いない、2：どちらかというと満足していない、3：どちらともいえない、4：どちらかと
いうと満足している、5：満足している、の 5 段階の選択式で従業員に回答を求めている。 
 




表 4.3 仕事と生活に対する意識、態度、行動に関する設問内容 
 
（出所）日本生産性本部 （2011）を参考に筆者作成。 
領域 群 内容 設問数
1 A キャリア目標の設定 5問
2 B キャリア形成支援 5問
3 C 職場のサポート 4問
4 D キャリア形成の自律性 3問
5 E 働き方の裁量性 3問
領域 群 内容 設問数
1 Y 職務意識 3問
2 F 自分のことを知っている度合い 8問
3 G 将来のイメージ 8問
4 H 現在と将来に向けての取り組み 9問
5 I 身体と心の健康 9問
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図 4.2 Y群「職務意識」の因子負荷量 
 
り、主成分に寄与している因子を視覚的に捉えることができる。 
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Y1 自分の職務や目標に対して積極的に挑戦している 0.877 -0.078 -0.473
Y2 現在の職務において、十分な成果を上げていると思う 0.815 -0.484 0.320
Y3 現在の職務に対して、大変やりがいを感じている 0.781 0.593 0.199
主成分1 主成分2 主成分3 主成分4 主成分5
ZA1 ZA2 ZA3 ZA4 ZA5
2.51 0.88 0.70 0.60 0.32
50.12 17.51 14.04 11.97 6.36












0.444 0.006 -0.678 0.512 0.285










B2 これまでのキャリアを振り返る機会が用意されている 0.781 -0.390 0.487















































表 4.4 各群の主成分分析結果（中） 
 
  
主成分1 主成分2 主成分3 主成分4 主成分5
ZF1 ZF2 ZF3 ZF4 ZF5
1.73 1.20 0.99 0.62 0.47
34.50 23.96 19.82 12.34 9.38
34.50 58.47 78.28 90.62 100.00
F7 どんな仕事が得意なのか分かっている 0.712 -0.310 0.167 0.607 -0.015
F9 どんな能力やスキルを身につけるべきか分かっている 0.037 0.577 0.788 -0.005 -0.210
F10 どんな人と仕事をしやすいか分かっている 0.796 -0.078 0.244 -0.383 0.394
F12 上司が求める期待が何かを十分に理解している -0.753 -0.206 0.393 0.209 0.438
F13 自分にとって動きやすい職場環境を知っている 0.126 0.848 -0.358 0.241 0.280
主成分1 主成分2 主成分3 主成分4 主成分5 主成分6
ZG1 ZG2 ZG3 ZG4 ZG5 ZG6
2.11 1.36 1.03 0.73 0.39 0.38
35.23 22.67 17.13 12.20 6.50 6.28
35.23 57.90 75.02 87.22 93.72 100.00
G15 自分の理想とする未来を描く（イメージする）ことができる -0.364 0.564 -0.217 -0.364 0.412 0.448
G16 行動を起こす為に、計画を立てる方である -0.496 -0.144 0.398 0.446 -0.247 0.560
G17 将来の見通しに対しては楽観的である 0.530 -0.197 -0.369 -0.138 -0.296 0.661








0.386 0.399 -0.096 0.751 0.338 0.064
主成分1 主成分2 主成分3 主成分4
ZH1 ZH2 ZH3 ZH4
1.76 1.12 0.65 0.47
44.03 27.95 16.21 11.82
44.03 71.97 88.18 100.00
H22 将来の事を考え、今から少しずつ努力している事がある 0.720 0.315 -0.580 0.215
H24 仕事上必要なスキルを身につける為に努力している事がある 0.833 -0.183 0.058 -0.520
H27 今の職場で、社内の人と仕事以外で交流をすることができる 0.625 -0.617 0.286 0.384
































I30 仕事に失敗してもくよくよとこだわらない -0.741 0.181 0.647
I33 普段から継続している運動がある 0.558 0.813 0.169
I35 規則正しい生活を維持するよう努力している 0.694 -0.459 0.555
主成分1 主成分2 主成分3 主成分4
ZJ1 ZJ2 ZJ3 ZJ4
1.39 1.22 1.01 0.38
34.76 30.39 25.30 9.55




-0.049 0.545 0.814 -0.195
J42 一人でじっくり自分の事を考える時間がある 0.880 0.131 -0.268 -0.370
J44 資格取得など、仕事以外の自己啓発に取り組んでいる 0.759 -0.343 0.438 0.338





















































表 4.5 中層の選抜型多群主成分回帰分析結果 
 
注）*** p < 0.001, ** p < 0.01, * p < 0.05 
 
項  偏回帰係数 標準偏回帰係数 VIF
中層ZA1 0.51 0.56 *** 1.06
中層ZA2 -0.72 -0.47 *** 1.17
中層ZI1 -0.25 -0.21 1.02













































































図 4.5 A群主成分の合成ベクトル 
 
 



































































































































































 第 3 章では、従来の 3 つの解析アプローチ：①重回帰分析、②従来の主成分回帰分析、
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                 y = x β + ε                 (A.1) 
を考える。ここで、y = (y1, … , yn)t、xは(n × p)型の固定計画行列、xの第 1列は 1 = (1, … , 1)t、 
β = (β1, … , βp)tは未知の回帰係数のベクトル、ε ~ N (0, σ2In)、σ2は未知とする。このモデルでの
最小二乗推定量(LSE) ?̂?は 
                 ?̂? = (xtx)-1xty                (A.2) 
である。そして、Hoerl & Kennard（1970）により提案された βのリッジ推定量は、ある k ≥ 0
に対して 
            ?̂?(k) = (xtx + kIp)-1xty = (Ip + k(xtx)-1)-1?̂?           (A.3) 
である。 
 Hoerl & Kennardは?̂?(k)のMSE（平均二乗誤差）が?̂?のMSEより小さくなるような k > 0の値
が存在することを示した。 
定理A.1（存在定理、Hoerl & Kennard（1970））下式を満たす k > 0が存在する。 
MSE (?̂?(k)) < MSE (?̂?) 
kの陽関数的な表現は 
               0 < k < σ2/max
𝑗
｛𝛼𝑗
2｝              (A.4) 





) = 𝛬 
ここで、kを次のように選んだ： 
                 𝑘 =
𝜎2̂
𝑚𝑎𝑥𝑗?̂?𝑗
2                 (A.5) 
この式で、𝜎2̂は σ2の不偏推定量 
𝜎2̂ =
(𝑦 − 𝑥 ?̂?)
𝑡

















0.696 1.307 24.472 0.205 
リッジ回帰(k=8.771) 0.372 0.300 24.600 0.174 
比率 1.871 4.356 0.995 1.178 
(2) 
変数選択をして、重回帰分析 0.482 0.118 26.790 0.130 
リッジ回帰(k=5.272) 0.349 0.069 26.808 0.122 
比率 1.381 1.710 0.999 1.066 
(3) 
従来の主成分回帰分析 0.786 0.855 10.080 0.673 
リッジ回帰(k=2.867) 0.653 0.324 10.118 0.666 
比率 1.204 2.639 0.996 1.011 
(4) 
選抜型多群主成分回帰分析 0.778 0.115 10.666 0.654 
リッジ回帰(k=1.405) 0.726 0.094 10.670 0.652 
比率 1.072 1.223 1.000 1.003 












































1.2 成長期の中小企業の A社の特徴 
 図 B-1.1 は、Greiner（1972）の研究による組織の進化過程と変革のポイントを、組織






図 B-1.1 組織の進化過程と変革のポイント 
（出所）Greiner（1972）を参考に筆者作成。 






































































意思決定 個人の判断、起業家的 マネジメント、分析的 マネジメント、交渉的
役員構成 ゼネラリスト中心 スペシャリスト中心 戦略プランナー中心






 調査対象：A社従業員 2014年 3月時点での離職者 47名（在職中に調査実施） 
 平均社歴 2.8年 

























































































図 B-2.2 3つの調査を援用した選抜型多群主成分回帰の分析モデル 
 


















































































































































































図 B-2.10 ZHの因子負荷量 
 
 














 変数増減法（選択と削除の基準はいずれも 0.25）で変数を選択し、t値の絶対値が 1.50








表 B-2.1 選抜型多群主成分回帰分析結果 
 




項  偏回帰係数 標準偏回帰係数 VIF
離Zα2 -0.37 -0.17 1.36
離（ZA1） 0.39 0.19 ** 0.18
離ZC2 -0.57 -0.27 *** 1.34
離（ZE1） 0.81 0.37 *** 1.12
離ZG1 0.51 0.45 *** 1.10
離ZG2 -0.79 -0.30 *** 1.42
離（ZH1） -1.04 -0.48 *** 1.57
















影響を与える質問項目である。その結果、G3、G4 と G5 が自律性を高めるであった。こ
れらの得点平均値を図B-2.13で確認すると、いずれもまだ上げしろがあるといえる。 
























図 B-2.13 G3とG4とG5の一変量の分布 
 
2.3.1 その他のベクトルの結果と考察 


















































3.1 直行表 L12と L8による施策設計 
 本研究では、企業におけるより精度の高い人事施策を設計するため、ヒトを対象とした
質問紙実験を実施する。質問紙実験は目的によって 2回に分け、初めにスクリーニング実








































③ グループの下位 2枚のカードと次のグループの上位 2枚のカードの並び順を検討する。
順位が入れ替わるようならカードを入れ替える。 
④ カード全体がもっとも良い、関心がある順に並んでいるかどうか確認する。 


















表 B-3.1 質問紙実験計画（社内制度改定用） 
 



















X2機会：FA機会…社内 FAの機会は、年 1回がよいか、年 3回がよいか。 
X3期間：FAプロテクト期間…FAで異動できた場合は、次の FAの権利を得るまで 6ヵ月
プロテクトがよいか、12ヵ月プロテクトがよいか。 












































 スクリーニング実験の分析対象者は社歴 3年未満（16名）、社歴 3年以上（17名）であ











表 B-3.2 社歴 3年未満の分散分析表 
 
 
表 B-3.3 社歴 3年未満の最適条件 
 
 
表 B-3.4 社歴 3年以上の分散分析表 
  
 
表 B-3.5 社歴 3年以上の最適条件 
  
 
要因 平方和 自由度 平均平方 F値 p値(Prob>F) 寄与率
X1開始 2.58 1 2.58 6.73 0.0357 * 6.96
X4申告 1.55 1 1.55 4.05 0.0842 3.70
X5面談 3.19 1 3.19 8.33 0.0234 * 8.90
X6個数 12.89 1 12.89 33.66 0.0007 * 39.66
X7評価 8.65 1 8.65 22.58 0.0021 * 26.21
モデル 28.86 5 5.77 15.07 0.0013 * 85.43















要因 平方和 自由度 平均平方 F値 p値(Prob>F) 寄与率
X1開始 3.24 1 3.24 68.99 <.0001 * 9.80
X2機会 1.49 1 1.49 31.83 0.0008 * 4.44
X5面談 5.49 1 5.49 116.94 <.0001 * 16.71
X6個数 19.79 1 19.79 421.50 <.0001 * 60.61
X7評価 2.23 1 2.23 47.55 0.0002 * 6.71
モデル 32.25 5 6.45 137.36 <.0001 * 98.27



















 次に、社歴 3 年以上の従業員の好ましい条件を確認したところ、「X3 期間：FA プロテ
クト期間」と「X4 申告：キャリア希望自己申告」以外は、好ましい条件が明確であった
（表 B-3.5）。「X1 開始：FA 開始」は 2 年目から、「X2 機会：FA 機会」は年 3 回、「X5
面談：目標設定面談」は年 4 回、「X6 個数：チャレンジ目標」、「X7 評価：評価（賃金改










 本実験は、社歴 3年未満と社歴 3年以上のグループに分けて実験を行う。水準はいずれ
もスクリーニング実験と同様のものを用い、上位 3因子以外の因子は望ましい水準に固定
して、それぞれのプロファイルを作成した。 
 統計ソフトウェアを用いて L8 の計画表を作成し、本実験でも回答に矛盾が生じたデー
タを確認するため、各因子の 2 水準の中央値を入れたホールドアウトカードを用意した。



































の社歴 3年以上の分散分析も 3クラスターに分けて確認した。その結果、社歴 3年以上の
従業員の回答にもほとんど交互作用がみられなかった。 








 これらのことから、社歴 3年未満と社歴 3年以上の従業員のどちらも、「目標設定面談」
年 4回、「チャレンジ目標設定個数」年 2つを希望していることがわかった。したがって、
この 2因子が従業員の組織内でのチャレンジにもっとも影響を与える要因だと考えられる。 
 社歴 3 年以上のスタッフは、FA 制度を入社 2 年目から開始することを希望した。A 社
は、平均年齢も 30 代前半と若く、今後も成長を志向している会社である。このような企
業で積極的なチャレンジができる風土をつくるため、FA を機能させることも 1 つの手段
である。 
 




クラスター 定式化 設計因子 水準
3年未満ｸﾗｽﾀｰ1(12名) 最大化 個数 2
3年未満ｸﾗｽﾀｰ2(3名) なし 評価 2
3年未満ｸﾗｽﾀｰ3(1名) なし 面談 3
（3）クラスターごとの推定結果
クラスター 推定値 信頼下限 信頼上限
3年未満ｸﾗｽﾀｰ1(12名) 8.49 7.47 9.51
3年未満ｸﾗｽﾀｰ2(3名) 5.87 5.37 6.38
3年未満ｸﾗｽﾀｰ3(1名) 1.78 -0.95 4.50
ステップ2：定式化と解と推定結果
（1）クラスターと定式化 （2）解
クラスター 定式化 設計因子 水準
3年未満ｸﾗｽﾀｰ1(12名) なし 個数 2
3年未満ｸﾗｽﾀｰ2(3名) 最大化 評価 2
3年未満ｸﾗｽﾀｰ3(1名) なし 面談 4
（3）クラスターごとの推定結果
クラスター 推定値 信頼下限 信頼上限
3年未満ｸﾗｽﾀｰ1(12名) 8.49 7.47 9.51
3年未満ｸﾗｽﾀｰ2(3名) 8.33 7.71 8.96
3年未満ｸﾗｽﾀｰ3(1名) 1.78 -0.95 4.50
88 

























クラスター 定式化 設計因子 水準
3年以上ｸﾗｽﾀｰ1(4名) なし 個数 2
3年以上ｸﾗｽﾀｰ2(8名) 最大化 面談 4
3年以上ｸﾗｽﾀｰ3(4名) なし 開始 2
（3）クラスターごとの推定結果
クラスター 推定値 信頼下限 信頼上限
3年以上ｸﾗｽﾀｰ1(4名) 8.38 7.88 8.87
3年以上ｸﾗｽﾀｰ2(8名) 8.20 7.83 8.57
















1 をまず最大化し、次に社歴 3 年以上の最大人数が含まれるクラスター2 を最大化すると
いう順番で、推定値の数値の変化を確認しながら納得できる施策の回数を確定させた。 










































































不支持数 4 4 2 7











支持数 39 33 33 34
支持率 70.9 60.0 60.0 61.8
支持
肯定的意見
12 18 20 14
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因子（項目） 第 1水準（選択肢） 第 2水準（選択肢） 
① キャリア希望自己申告 【脚注】参照 年 2回 年 4回 
※キャリア希望の自己申告について、年 2回がよいか、年 4回がよいか。 
② FA開始 【脚注】参照 入社 2年目～ 入社 3年目～ 
※社内 FA（フリーエージェント：他部門への異動希望）は、入社 2年目～がよいか、入社 3年目～がよいか。 
③ FA機会 年 1回 年 3回 
※社内 FAの機会は、年 1回がよいか、年 3回がよいか。 
④ FAプロテクト期間 6 ヵ月 12 ヵ月 
※FAで異動できた場合は、次の FAの権利を得るまで 6 ヵ月プロテクトがよいか、12 ヵ月プロテクトがよいか。 
⑤ 目標設定面談 年 2回 年 4回 
※目標設定面談および再設定面談の機会は、年 2回がよいか、年 4回がよいか。 
⑥ チャレンジ目標 年 2つ 年 4つ 
※チャレンジ目標の設定個数は、年 2つがよいか、年 4つがよいか。 
⑦ 評価（賃金改定の機会） 年 2回 年 4回 










1. 13枚のカードを次の 3つのグループに分けてください。（１つのグループが 4～5枚ずつになるように） 
（1）とても良い、関心があると思うグループ （2）普通のグループ （3）あまり良くない、関心がないグループ 
2. それぞれのグループでよいと思う順にカードを並べ替えてください。 
3. （1）のグループの下位 2枚のカードと（2）グループの上位 2枚のカードの並び順を検討してください。 
















F1. 性別  1．男性  2．女性 
F2. 年代  1． 24歳以下  2． 25歳～29歳  3． 30歳～34歳  4． 35歳～39歳  5． 40歳以上 
F3. 雇用形態  1．正社員（期間の定めがない）  2．契約社員等（期間の定めがある） 
F4. 社歴  1． 1年未満  2． 1年～2年未満  3． 2年～3年未満  4． 3年～4年未満  5．4年以上 
F5. 入社時期  1．人事制度導入前（2012年 8月以前）  2．人事制度導入後（2012年 8月）以降 
F6. 居住スタイル  1． 1人暮らし  2． 2人暮らし  3． 3名以上で暮らしている 
F7. 扶養状況  1．扶養する人はいない  2． 1人扶養している  3． 2人扶養している  4． 3人以上扶養している 
F8-1. 残業（自身の状況） 1．残業できる時間に制限がない  2．何らかの事情により、残業できる時間が制限される 
F8-2. 残業（自身の意思） 1．積極的に残業したい  2．必要があれば残業する  3．できるだけ残業したくない 
F9-1. 同僚の育児（時短勤務の利用） 1．積極的に認めたい  2．事情により認めたい  3．できれば認めたくない 
F9-2. 同僚の育児（不定期な遅刻早退休み） 1．積極的に認めたい  2．事情により認めたい  3．できれば認めたくない 
 
２．人事制度について、あなたの経験や現時点での希望を教えてください。（もっとも当てはまる番号を 1つ選び○を付ける） 
Q1. 人事制度の経験  1．この会社の人事制度が初めてである  2．他社の人事制度も経験がある 





Q3. 資格取得  1．現在の業務に関連する資格はない  2．現在の業務に関連する資格↓を勉強中である 
3．現在の業務に関連する資格をすでに取得した→（資格名：                            ） 
 
３．社内制度についての多様な案（13枚のカード）に順位を付け、以下の回答欄にアルファベットで記入してください。 
1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 
       
8位 9位 10位 11位 12位 13位  












FA開始 【脚注】参照 入社 2年目～ 
※社内 FA（フリーエージェント：他部門への異動希望）は、入社 2年目とする。 
FA機会 年 3回 
※社内 FAの機会は、年 3回とする。 
FAプロテクト期間 12 ヵ月 
※FAで異動できた場合は、次の FAの権利を得るまで 12 ヵ月プロテクトとする。 
キャリア希望自己申告 【脚注】参照 年 2回 
※キャリア希望の自己申告については、年 2回とする。 
因子（項目） 第 1水準（選択肢） 第 2水準（選択肢） 
チャレンジ目標 年 2つ 年 4つ 
※チャレンジ目標の設定個数は、年 2つがよいか、年 4つがよいか。 
評価（賃金改定機会） 年 2回 年 4回 
※評価（賃金改定機会）は、年 2回がよいか、年 4回がよいか。 
目標設定面談 年 2回 年 4回 








1. ９枚のカードを次の２つのグループに分けてください。（１つのグループが 4～5枚ずつになるように） 
（1）とても良い、関心があると思うグループ  （2）あまり良くない、関心がないグループ 
2. それぞれのグループでよいと思う順にカードを並べ替えてください。 












評価（賃金改定機会） 年 2回 
※評価（賃金改定機会）は、年 2回とする。 
FA機会【脚注】参照 年 3回 
※社内 FA（フリーエージェント：他部門への異動希望）の機会は、年 3回とする。 
FAプロテクト期間 12 ヵ月 
※FAで異動できた場合は、次の FAの権利を得るまで 12 ヵ月プロテクトとする。 
キャリア希望自己申告 【脚注】参照 年 2回 
※キャリア希望の自己申告については、年 2回とする。 
因子（項目） 第 1水準（選択肢） 第 2水準（選択肢） 
チャレンジ目標 年 2つ 年 4つ 
※チャレンジ目標の設定個数は、年 2つがよいか、年 4つがよいか。 
目標設定面談 年 2回 年 4回 
※目標設定面談および再設定面談の機会は、年 2回がよいか、年 4回がよいか。 
FA開始  2年目～ 3年目～ 








1. ９枚のカードを次の２つのグループに分けてください。（１つのグループが 4～5枚ずつになるように） 
（1）とても良い、関心があると思うグループ  （2）あまり良くない、関心がないグループ 
2. それぞれのグループでよいと思う順にカードを並べ替えてください。 
















社歴   1． 3年未満    2． 3年以上 
 
２．社内制度についての多様な案（９枚のカード）に順位を付け、以下の回答欄にアルファベットで記入してください。 
1位 2位 3位 4位 5位 
     
6位 7位 8位 9位  














社歴   1． 3年未満    2． 3年以上 
 
２．社内制度についての多様な案（９枚のカード）に順位を付け、以下の回答欄にアルファベットで記入してください。 
1位 2位 3位 4位 5位 
     
6位 7位 8位 9位  













F1. 性別  1．男性   2．女性 
F2. 年代  1． 29歳以下   2． 30歳～34歳   4． 35歳以上 
F3. 雇用形態  1．正社員（期間の定めがない）   2．契約社員等（期間の定めがある） 










 チャレンジ目標の設定個数：年 2 つ 
 目標設定面談および再設定面談：年 4 回 
 評価（賃金改定の機会）：年 2 回 




 1．そう思う   2．ややそう思う   3．どちらともいえない   4．あまりそう思わない   5．そう思わない 
[B] 上記のように社内制度が改訂された方が、チャレンジしやすい職場環境になる。 
 1．そう思う   2．ややそう思う   3．どちらともいえない   4．あまりそう思わない   5．そう思わない 
[C] 上記のように社内制度が改訂されたら、成長やチャレンジのために制度を活用したい。 
 1．そう思う   2．ややそう思う   3．どちらともいえない   4．あまりそう思わない   5．そう思わない 
[D] 成長やチャレンジより、安定や安心に重点をおいた社内制度への改訂を希望する。 
 1．そう思う   2．ややそう思う   3．どちらともいえない   4．あまりそう思わない   5．そう思わない 
 
社内制度についての評価実験は以上（3回の実験を行いましたがこれで最後）です。 
ご回答いただいた用紙を提出前にもう一度、記入漏れがないかどうかご確認ください。ご協力ありがとうございました。 
